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２ 地域保健の充実強化  

（１）精神保健福祉対策 【社会・援護局 障害保健福祉部 精神・障害保健課】 

イ 精神保健福祉法第 23 条～25 条の通報にかかる地域格差の解消と「措置入院の運用 に

関するガイドライン」の見直し 

措置入院の地域格差を解消するために「措置入院の運用に関するガイドライン」が平成 

30 年 3 月に発出されるも、依然、措置入院率の都道府県格差は解消されていない。  

全国保健所⾧会調査の結果、措置に該当する疾患の範囲、自傷及び他害行為の程度等の判

断基準が地域によって異なっており、地域格差の主因であると考えられる。また、通報 か

ら入院までの通報対応は、都道府県ごとに多様であり、法やガイドラインで「原則」「望ま 

しい」「配慮すべき」等記載されている手続きに関しても「事前調査で直接面接していない」、

「事前調査を事務職だけで行っている」「入院予定先所属の精神保健指定医が措置 診察を

する」「時間外は指定医 1 名による緊急措置診察制度を適用している（診察の結果 緊急措

置入院となり、入院を継続する場合は、72 時間以内に再度指定医 2 名による措置 診察を

やりなおす）」ことがある等、法やガイドラインで「原則」「望ましい」「配慮すべき」等 記

載されている手続きに関して、実情に応じて対応されていることがわかった。 

多様な通報対応の背景には、精神保健指定医の不足、入院医療機関の集約化・偏在、 保

健所職員の経験値の低下があった。しかし、これらの通報対応の違いによっても、人口当 た

りの措置入院件数に差は認められなかったため、一部の手続については、法やガイドライ 

ンを厳密に遵守しなかった場合でも人権侵害となった可能性は低かったことが推察された。   

措置制度は人権にかかわる行政処分であり、全国一律で適用されるべきものであるた め、

制度運用の地域格差は早急に是正されなければならない。通報から調査、措置診察に 至る

手続きについて、地域の保健所を含む精神保健福祉体制の実情に合わせて見直して いただ

きたい。つまり、人権および現場の実情に配慮したガイドラインの見直しが必要であ る。

そして、保健所、警察、精神保健指定医および入院医療機関など、措置制度に関わる機 関

等が、措置制度が人権にかかわる処分であることについて、共通認識・共通理解を持つ こ

とが必要である。 

保健所と警察、県庁主管課と都道府県警という地域レベルの協議だけでなく、厚生労働 

省と警察庁という国レベルでも協議の場を作っていただきたい。 以下を措置制度に関する

検討課題として提示する。 

（ア） 措置に該当する疾患の範囲の明確化（昭和 63 年 4 月 8 日厚生省告示第 125 号 

最終改正平成 12 年 12 月 28 日厚生省告示第 532 号「精神保健及 び精神障害者福祉に

関する法律第 28 条の 2 の規定に基づき厚生労働大臣の 定める基準」の検討） 

（イ） 他害行為の種類と程度の明確化 

（ウ） 「おそれ」の定義の明確化  

（エ） 他の非自発的入院制度である医療保護制度、医療観察法制度との整合 

（オ） 措置診察にかかる人的要件（通報対応、調査、指定医）の見直し  

（カ） 緊急措置入院制度の適用条件の見直し  

（キ） 警察との連携強化・共通認識の構築 


